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（ 公 印 省 略 ）   

 

新型コロナウイルス感染症を理由とする臨時的な利用者数の減少による利用者一人あたりの

経費の増加に対応するための加算及び事業所規模別の報酬区分の決定に係る特例について

（通知） 

 

 日頃より、本市介護保険事業にご理解ご協力いただき誠にありがとうございます。 

 各事業所及び施設の皆様には、感染症の拡大防止に最大限留意した上での継続的なサービス提供

に努めていただいているところと存じます。 

 今般、新型コロナウイルス感染症については、本年３月末をもって各種公費支援等を終了し、本

年４月以降は、通常の医療提供体制へと移行することを踏まえ、これまで厚生労働省より示されて

いました、新型コロナウイルス感染症を理由とした利用者数減少による３％加算、規模区分の特

例の取扱いについては、令和6年４月届出提出分（３月減少分）をもって終了とする旨の厚生労

働省老健局事務連絡が別紙のとおり発出されました。 

各事業所におかれましてはご確認いただき、その取扱いに遺漏のないようよろしくお願いします。 

なお、本通知は、法人に対し送付しておりますので、貴法人内の事業所には貴職からご周知いた

だきますようお願いします。 

 

 

※和歌山市ホームページ「介護サービス事業者の方へ」（ページ番号：１００２９９８） 

「新着情報－新型コロナウイルス感染症について」 

https://www.city.wakayama.wakayama.jp/jigyou/fukusi/1002998/index.html 
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    事   務   連   絡 

   令 和６年３月 21日 

  都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部局 御中 

  中 核 市 

   厚生労働省老健局 認知症施策・地域介護推進課 

老    人    保    健    課 

 

新型コロナウイルス感染症を理由とする臨時的な利用者数の減少による 

利用者一人あたりの経費の増加に対応するための加算及び事業所規模別の 

報酬区分の決定に係る特例について 

  

通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護及び（介護予防）認

知症対応型通所介護における、新型コロナウイルス感染症による臨時的な利用者

数の減少による利用者一人あたりの経費の増加に対応するための加算（以下

「３％加算」という。）や事業所規模別の報酬区分の決定に係る特例（以下「規模

区分の特例」という。）については、「通所介護等において感染症又は災害の発生

を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の評価に係る基本的な考

え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16日老認発

0316第４号・老老発 0316第３号）にてお示ししているところである。 

今般、「新型コロナウイルス感染症の令和６年４月以降の医療体制及び公費支

援等について」（令和６年３月５日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策

本部ほか事務連絡）でお示ししたとおり、本年３月末をもって、各種公費支援等

を終了し、本年４月以降は、通常の医療提供体制へ移行することとしている。 

これに伴い、新型コロナウイルス感染症を理由とした利用者数の減少による

３％加算、規模区分の特例の取扱いについて、令和６年４月届出提出分（３月減

少分）をもって終了することとするので、その取扱いに遺漏のないよう、貴管内

市町村、介護サービス事業所等に対し周知徹底を図られたい。 

なお、今後新たに３％加算・規模区分の特例の対象となる感染症等が発生した

場合は、対象となる旨を厚生労働省から事務連絡によりお知らせする。 

ただし、石川県、新潟県、富山県内の災害救助法適用地域に発出されている

「令和６年能登半島地震を理由とする利用者の減少が一定以上生じている場合の

評価について」（令和６年２月９日及び３月４日付け 厚生労働省老健局認知症施

策・地域介護推進課ほか事務連絡）の取扱いは継続する。 


